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産業空洞化をめぐる新研究課題
――地域経済空洞化という視点から――

越 後 修

Ⅰ．は じ め に

１．企業の対外事業展開の加速化と産業空洞化

2002年１月，今世紀最初の景気回復過程に入った。これは2007年10月まで続き，景気拡大

期間としては戦後最長を記録した。ところが，そうした実感があまりなかったのが現状である。

その理由として，内閣府（2010，p.147）は，企業部門から家計部門への波及が弱く，家計消費

を本格的に回復させるほどの効果がなかった点を挙げている。第１図をみると，GDPに占める

国内家計最終消費支出額の割合は上昇しているものの，その額自体は横ばいであることがわか

る。この一因と考えられる失業率の高さは依然として高位にとどまっており（第２図参照），日

本経済の将来を悲観する声ばかりが聞こえてくる。

日本経済が低迷し続けている原因は，どこにあるのか。周知のように，「モノづくり大国」を

揺るがす「産業空洞化」にそれを求める論調が目立っている。産業空洞化については，これま

で諸家によって多様な定義づけがなされてきた 。中には，「広義の産業空洞化」と「狭義の産業
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［第１図］ 国内家計最終消費支出額およびGDPに占める割合

（出所）内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部（2002，2012）のデータをもとに筆者作成。

諸家による産業空洞化の各定義については，建設政策研究センター（1998，pp.4-5）にまとめられて
いる。



空洞化」の２つに分けて定義づけるケースも少なからずみられる。たとえば原（1992，p.105）

や洞口（1997，p.114）は，前者を「経済発展段階の高度化（比較優位構造の変化に基づく産業

構造の転換）や円高などの内外経済環境の変化によって，脱工業化が生じること（deindustrial-

ization）」，後者を「対外直接投資（Foreign Direct Investment；以下，FDI）による生産部門

の対外移管よって，国内での生産が縮小したり無くなったりすること（hollowing-out）」とそれ

ぞれ定義している 。産業空洞化の因果関係は複雑であるが，こうした狭義の定義を設けている

点に，「外向きの企業行動」がもたらすインパクトへの関心の強さが窺える。

わが国において，「企業の対外事業展開→国内雇用創出力の脆弱化」という問題を憂慮する論

調の高まりは，これまで数度みられた。最初のケースは，ニクソン・ショックを契機として固

定相場制が崩壊したことを背景とし，国内生産の不安定化を懸念した製造業が，代替拠点を求

めて大挙して国外へ進出した1972年以降であった。より注目を集めたのは，つぎの1980年代

後半であり，これ以降，1990年代半ば，2000年ごろ，そして現在へと，同問題に対する悲観的

見方が，次第に強まってきたように思われる。

内閣府政策統括官（2012，p.130）は，空洞化を「対外生産移転によって国内の生産や雇用が

減少し，国内産業の技術水準が停滞し，低下する現象」と定義すれば，1990年代や2000年代に

空洞化が進んできたとは必ずしもいえないが，ここにきて，空洞化の進展を示唆する兆候がみ

られ始めていると指摘している。日銀の追加金融緩和措置や積極的な金融・財政政策を旗印と

する安倍政権の誕生により，2012年から2013年にかけて円安基調が現れてはいるものの，「過

剰な雇用規制」「高い法人税」「強い温室効果ガス規制」「自由貿易協定の遅れ」「電力供給の不

安」など，企業の事業環境を悪化させる負の構成要素は多く（いわゆる「六重苦」問題），不安

は依然として解消されていない。多国籍企業（Multinational Corporation；以下，MNC）の

対外事業展開の加速化による産業空洞化の拡大は，わが国経済の大きな懸念材料である。

ただし，MNCの行動（FDI）が基本的な産業構造の変化に対応している場合，それが産業空洞化の
要因であるとはいい難い。よって，この場合の空洞化は，前者の定義に含めるべきであるとの指摘
もみられる（柳沼1995，p.48；吉信1989，p.264）。

（出所）総務省統計局（1993－2012）のデータをもとに筆者作成。

［第２図］ 完全失業率（年平均値）の推移
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２．産業空洞化の進捗状況

わが国において，産業空洞化はどの程度進んでいるのか。先行研究で広く用いられてきた指

標をもとに，状況を把握することにしたい。

はじめに，脱工業化の進展度を確認することにしよう。第３図によれば，製造業の付加価値

額は2003～08年の間では増加傾向にあった。これは，前述の好景気を背景とした伸びである。

しかしながら，GDPに占める同付加価値額の割合は，近年では20％前後で推移するレベルにま

で落ち込んでいる。こうした産業構造の変化は，製造業の労働需要の低下を導くと予想される。

事実，製造業従事者数，および全産業の従事者総数に占める同数の割合は，ともに減少傾向を

辿っている（第４，５図参照）。1991年と比べた2011年の落ち込みは，付加価値額，およびそ
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（出所）内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部（2002，2012）のデータをもとに筆者作成。

［第３図］ 製造業の付加価値額，およびそれがGDPに占める割合

［第４図］ 常用労働者の過不足判断D.I.

（注)労働者過不足判断D.I.とは，「不足」と回答した事業所の割合から「過剰」と回答した事業所

の割合を差し引いた値。

（出所）厚生労働省大臣官房統計情報部（2005－2013）のデータをもとに筆者作成。

（出所）総務省統計局（1993－2012）のデータをもとに筆者作成。

［第５図］ 製造業従事者数，およびそれが全産業従事者数に占める割合
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れがGDPに占めるシェアでおおよそ－10％であったのに対し，従業者数，並びにそれが全産業

従事者総数に占めるシェアでは，約－30％にも及んだ。ここから，生産面以上に雇用面におけ

る脱工業化が急速に進んでいることがわかる。

つぎに，製造業による対外事業展開の状況を確認しよう。国外生産を行っている企業の比率

は，プラザ合意後のバブル経済期では40％前後であったが，その後右肩上がりで上昇し，2011

年度では70％弱にまで上昇している。とりわけ加工型製造業（機械，電気機器，輸送用機器，

精密機器）の値が高く，2011年度では製造業全体を約10％上回る水準に達している（第６図参

照）。このように，国外で生産活動を行う企業が増えていることに加え，各企業の事業全体に占

める国外事業の割合も増加傾向にある。加工型製造業企業にかんしては，2011年度に４分の１

を超えるまでになった（第７図参照）。製造業の対外事業展開が急拡大していることは，疑いの

ない事実である。

以上から，製造業において「雇用規模の縮小化，雇用吸収力の低下」と「事業の国際化」が

進展していることを概観することができた。しかし，これらのデータからは，後者が前者にど

れ程の影響を与えているのか言明することはできない。たとえば近年しばしば指摘されている

若者の製造業離れや，生産性の向上なども，前者の要因として考えられる。対外移管によって

現地労働者の生活が改善されることにより，日本製品への需要が生み出され，それが雇用の落

ち込みを吸収していることも考えられる 。このような間接的な影響も勘案すれば，対外移管が

実際にもたらしている産業空洞化の程度を測ることは，ますます困難となる。

（出所）内閣府経済社会総合研究所（2012）のデータをもとに筆者作成。

［第６図］ 国外現地生産を行う製造業企業の割合

伊藤（2003a）pp.27-28；伊藤（2003b）p.3；柳沼（1995）p.42。

（出所）内閣府経済社会総合研究所（2012）のデータをもとに筆者作成。

［第７図］ 国外現地生産比率の推移
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３．研究課題の設定

複雑性という産業空洞化問題の特徴は，その研究へのチャレンジを無意味化するわけではな

い。日本経済の将来を左右する重大な問題であるがゆえに，できる限りのアプローチを尽くさ

ねばならない。それでは，取り組むべき研究課題として，どのようなものを挙げることができ

るだろうか。伊藤（2003a，p.27；2003b，p.3）は，「産業空洞化の理論的研究」や「将来を見据

えた産業政策にかんする研究」の意義を指摘している。生産活動の対外移管が与える影響の実

情が判然としないからこそ，さまざまな可能性や対応策を検討しておかなければならない。そ

れゆえ，産業空洞化が生じる過程を理論化し，予言力を得ることや，産業空洞化を回避するた

めの産業政策論を検討しておくことが有意義となるのである。

ただし，有意義な研究とするためには，意義のある分析単位を定めなければならない。とこ

ろで，企業の経済活動は，かなりの部分が一定の空間的範囲の中で循環し，完結している。そ

のため，とりわけ最終消費財を生産し，他の産業・企業に対して強い影響力を持つ企業（以下，

中核企業）が行ってきた事業が対外移管した際の地域経済への影響は，決して無視できない。

内閣府政策統括官（2012，むすびp.4）も，企業の対外展開によって企業内よりもむしろ，下請

け企業や地域産業が受ける影響の大きさを問題視している。もっとも，一般的にイメージされ，

関心が持たれているのは，この域内で生じる空洞化であり，これを研究の対象として俎上に載

せることの意義は大きい。以上から，「地域」を分析単位と定めることにするが，これに伴い，

われわれの関心が置かれる空洞化現象は，以下のように具体的に定められることになる。

企業の国際事業展開により，地域という空間内で形成される循環的社会関係である「地域経

済 」が打撃を受け，その構成要素が機能停止になってしまう現象

これは，「地域経済空洞化」と表現するにふさわしい現象といえよう。

本稿の研究課題を設定する前に，われわれがMNC研究の１つとしてこれに取り組むにつ

き，とりうる研究の方向性について，おおまかな当たりをつけておこう。国際経済学とは，国

境を越えた経済活動（取引行動）がなぜ，どのように行われ，それにかかわる国および個人に

どのような影響を与えるかを分析することを通じ，それらを体系的に理解するための基礎的枠

組みを構築することを目的とする学問である 。国際経済学の一研究領域をなすMNC論が取り

組むべき課題も，当然上記の研究理念に規定されることから，空洞化の理論化は，それをもた

らしうるMNCの運動法則を解明する研究の中で展開されることになる。

他方，産業政策についての研究は，MNCと矛盾・対立した関係下にあるヒトにかんする研究

の一部分に位置づけられよう。多くの先行研究では，進出先国・地域のヒトが直面する問題に

アプローチし，MNC従業者の労働環境・条件，あるいはMNCとの競争に敗れた地場企業の従

「地域経済」の定義については，川島（1979，pp.862-863）や竹内（1985，pp.21-22）などを参照さ
れたい。
国際経済学の定義については，たとえば鈴木（2007，p.3）。
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業者の失業（MNCによる失業の輸出）などが，問題として取り上げられてきた。これに対し，

進出元の雇用問題（MNCによる失業の逆輸入），雇用創出のメカニズム，およびそれを円滑化

する政策については，既存のMNC論では十分に検討されてこなかった。それゆえ，異分野の

研究成果を活かした学際的研究視角を採ることが，有効となるだろう。

以上を踏まえ，本稿での研究課題と構成を明確にしておこう。われわれは上記の２つの論点

から空洞化論の展開を目指すが，一連の研究の序論に相当する本稿では，それらの研究視角を

より具体化させることを課題とする。

第 章では，はじめに地域経済に対してMNCの対外事業活動が正の影響を与えていること

を結論づける先行研究をサーベイする。つぎに，この研究結果を生かしながら，地域経済空洞

化が進展してゆくシナリオを作成する。そして，そのシナリオの成立過程を論理的に説明する

うえで，理論的解明を試みることが有効となりそうなMNCの運動法則について検討する。

第 章以下では，空洞化を回避し，持続的に発展してゆくための産業政策論を構築してゆく

際に，取り入れるべき視角について検討する。はじめに，空洞化を回避するための産業政策論

の検討がとくに求められている地域を検討する。つぎに，そうした地域が採るべき産業政策の

方針を提示する先行学説を粗描する。そして，この学説の問題点を明確にしながら，新しい産

業政策論のフレームワークを提示する。とはいえ，新しい試みであるがゆえに，再構築してゆ

くうえで盛り込むべき視角の適切さについて，判断を下すことは難しい。そこで第 章では，

再構築を試みるうえで有意義と考えられる異分野の先行研究をサーベイすることで，われわれ

の考える視角の当否を探ると同時に，そこから新たな視角についての示唆を得る。

ここで，「地域」の語義を明確にしておく。地域とは「土地の区域。地表上の広域の広がりを

もつ特定の土地 」，すなわち一定の空間的まとまり（範囲）を表す語であるが，区画の基準につ

いてコンセンサスが得られておらず，語義が一義的に定まっていないため，研究内容に合わせ

た定義づけが必要とされる 。われわれは，地形的・文化的一体性，住民の帰属意識の高さ，行

政機関同士の関係性などによって規定される「ヒト・モノ・カネ・情報などの移動による経済

的結合度が強い圏域」を「地域」と定義する 。

「地域」同様，行政区分を越えた広域的な社会・経済的な繫がりを持った領域を意味する語と

して，「地方」も広く用いられている。両語の間には厳密な使い分けはなく ，「中心」や「都会」

の対のニュアンスを込めて用いられうるという共通点もみられる。しかし，「世界や国内の一部

平凡社『大百科事典』第９巻，p.549；小学館『日本大百科全書（第２版）』第15巻，p.111；小学館
『日本国語大辞典（第２版）』第８巻，p.1281。
富樫（2007）pp.14-15。
したがって，ここでいう「地域」は，行政区域などの実用上指定された区域である「形式地域」と，
自然・文化的均質性の認識による区域である「実質地域（地理学的地域）」の中間的な概念といえる。
「地域」「地方」「地区」「区域」「領域」「圏域」「地帯」など各語間には，明確な使い分け方が定めら
れていない（平凡社『大百科事典』第９巻，p.549）。
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分 」を本来の語義の１つとする「地方」は，「全体の中における位置関係」を表現する際，「地

域」よりも適当な語であると考えられる。それゆえ，われわれは関東，東海，近畿以外の地域

に対して「地方」，および左記３地域で構成される「大都市圏」以外の地域群に対して「地方圏」

という表現を用いることにする。

Ⅱ．理論研究の視角についての検討

１．産業空洞化にかんする先行研究の概観

地域経済空洞化についての理論研究は，それに対するさまざまな見方を示すことに意義があ

る。必要以上に不安を煽ることは禁物であるが，これからの日本経済にとってきわめて肝要な

問題であることを考えれば，あえてネガティブなシナリオを描き，その成立過程に説明を与え

る理論を提供するものであるべきだ。そこで，まずは空洞化について比較的楽観的な結論を導

出している先行研究をサーベイすることから始めよう。

樋口・新保（1999）は，通産省が1990年代前半～中盤に実施した『企業活動基本調査』をも

とに，国外での事業拡大（売上高の増大，従業者数の増加）と国内の雇用との関係を分析した。

前者の伸びは後者の伸びをもたらす関係にあり，とくに新製品を次々と投入できる産業や，国

内外でライフサイクル段階に差が無く，かつ市場の近くで生産することにメリットがある製品

で，その傾向が強くみられると述べている。

内閣府（2010，p.385；2011，p.150）は，自らが実施した『企業行動に関するアンケート調査』

の結果をもとに，それぞれ2007年度と2009年度，2003年度と2010年度の比較分析を行ってい

る。いずれにおいても，国外生産比率の上昇は，国内の雇用見通し（向こう３年間の平均）に

負の影響を与えてはいないとの結論を導出している。国外生産拠点の補完的役割を果たすよう

な本社機能の拡充が，国内雇用を増加させているとの見方を示している。

経済産業省（2012，第３章）は，三菱UFJリサーチ＆コンサルティングが実施した『我が国

企業の海外事業戦略に関するアンケート調査』の結果を用い，国外生産が活発な企業ほど，国

内の従業者や設備投資を増やしていると論じている。

松島（2012，第１章）は，国外子会社の活動を活発化させることが，日本国内の経済活動を

低迷させるのかという問題意識の下に，経済産業省の『我が国企業の海外事業活動』のデータ

を用いて研究を行った。その結果，国外子会社の売上の伸びと日本からの輸入（日本の輸出）

の増加とがパラレルな関係にあることを見出した。さらに国外事業の拡大に伴い，それを管轄

する部門が国内で拡張される点も指摘しながら，FDIが国内雇用に負の影響を与えるという説

を強く否定している 。

小学館『日本国語大辞典（第２版）』第８巻，p.1384。
経済企画庁（1994，第３章）は，日系企業に限らずアジアでの生産活動が活発化し，設備投資が必
要になると，日本からの輸出が増加すると論じている。

67

産業空洞化をめぐる新研究課題



２．地域経済空洞化のシナリオ

外国との間に起こるカネをはじめとした経営資源の動きであるFDIは，モノの動きである貿

易との関係でしばしばとらえられてきた（第１表参照）。産業空洞化にかんする研究の関心は，

国内の経済活動がどれほど国外のそれにとって代わられるのか，その結果，国内の雇用などへ

マイナス効果がどの程度生じるかに置かれる。とはいえ，FDIには，国内生産・国内雇用を増

加させる効果もある。現地では十分に入手できない財を本国から輸入する必要性に伴って生じ

る効果である。したがって，逆輸入効果と輸出代替効果のみならず，輸出誘発効果をも勘案し

た多面的な効果分析が求められる。

国内生産・国内雇用に正の効果をもたらすものとして，FDIの輸出誘発効果は注目に値する。

しかしその正の効果は，財輸出の増加を通じてのみ得られるわけではない。たとえば，人材の

現地への派遣や，国外事業を管轄する部署の拡充に伴うスタッフの増員など，別の形によって

も得られうる。前節でサーベイした先行研究は，こうした貿易を介した効果以外についても視

野に入れた，慎重な実証研究であると評価できる。

くり返しになるが，われわれは地域経済空洞化にかんする理論研究の目標を「ネガティブな

シナリオが成立する過程を論理的に説明するうえで有効な理論の構築」に見出している。だか

らといって，先行研究が導出した結果そのものを否定しようとは考えていない。むしろ，それ

らと矛盾しないようなシナリオを立てるべきだと考える。たとえば，これら諸研究の分析結果

によって導かれる帰結，すなわち「対外事業展開に伴う輸出，およびそれ以外を通じた地域経

済への正の効果」を一連の流れの中における「過渡的な現象」とみなし，そのような効果はや

がては消散するというのが，その１つである。さて，この結末を予言する動的理論を構築する

につき，どのような視角に基づいたものを考えることができるだろうか。

現地生産により輸出の伸びが期待されるのは，中間財や資本財に限らない。たとえば，現地の工場
の存在が企業の信頼性を高め，その結果，現地市場での販売コストが下がることになると，当初は

FDIに代替された輸出が，逆に増加する可能性もある（Caves 1982，邦訳，p.157）。

［第１表］ FDIが貿易にもたらす効果

逆輸入効果 国外子会社が現地生産した製品を自国に逆輸入することで，自国の輸入が増加する

輸出代替効果
国外子会社が現地生産した製品を現地で販売する及び第３国向けに輸出することにより，自
国の輸出が減少する

輸出誘発効果
国外子会社が生産活動を行う上で必要な資本財・中間財などを輸入することにより，自国の
輸出が増加する

輸入転換効果
生産活動の対外移転がそれまで外国に依存していた国内生産用原材料を不必要とすることに
より，自国の輸入が減少する

（出所）経済企画庁調整局（1990，第４章）をもとに筆者作成。
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３．理論研究の一試案

R.H.コース（1937）は，なぜ企業が創設されるのかという問題意識に基づいて，研究を行っ

た。外部市場（価格機構）を利用する際には，たとえば商談や契約締結の際に生じる諸コスト

を負担する不利益が発生する。このいわゆる取引費用を節約するための代替案が，企業内での

市場創設（取引市場の内部化），すなわち企業の創設であると考えた。

しかしながら，取引市場の内部化を行うにもコストが発生する。そこで，内部化に要する追

加的コストと，それと同じ取引を外部市場で行った際に生じる追加的コストが等しくなるとこ

ろまで，企業内取引の規模，いいかえれば企業の規模は拡大するとコースは論じたのであった。

FDIによって設立された国外子会社が，親会社から財・サービスを受ける現象は，どのよう

に意味づけることができるだろうか。コースの論理を援用すれば，外部市場を通じて財・サー

ビスを受けるよりも，企業内取引である親会社から受けるほうが，コストを節約することがで

きると判断した結果であると解釈することができる。そして企業内取引の実施は，財・サービ

スを提供する親会社の規模の拡大，すなわち仕事量および従業者の増加をもたらすものとみな

される。

この場合の外部市場における取引費用の大きさは，たとえば現地子会社の事業経験の浅さや，

現地の取引相手の質的あるいは量的な不十分さなどに起因するものと考えることができる。も

しそうだとすれば，その大きさは，時間が経つにつれて小さくなってゆくと考えられる 。また，

現地市場の拡大とともに，現地ニーズに合った商品提供を行うことの重要性が増してくると，

親会社から財・サービスを受けることが，逆にそれを妨げてしまう事態も起こってくる。この

現地子会社にとっての機会損失の発生は，内部取引費用の増大と解釈されうる。こうして内部

化のメリットが漸次縮小する中で，現地子会社は次第に独立性を強め，親企業の国際事業への

関与度は次第に小さくなると考えられる。

以上，MNC内の組織構造が親企業の国際事業への関与度を規定することに注目すれば，地域

経済空洞化に対して予言力をもつ一理論として，MNC内の組織構造の動的理論を考えること

ができるだろう。

D.B.ヒーナン＝H.V.パールミュッター（1979，Ch.2）は，親会社の基本姿勢は「本国志向

（ethnocentric；以下，Ｅ）」「現地志向（polycentric；以下，Ｐ）」「地域志向（regiocentric；

以下，Ｒ）」「世界志向（geocentric；以下，Ｇ）」の４つに大別され，大多数のMNCの姿勢は，

Ｅ→Ｐ→Ｒ→Ｇという順で変化してゆくというモデルを提出している 。日系MNCの有する

経済企画庁調整局（1990）は，1970年代末～80年代のマクロデータをもとに，FDIの国際収支に対
する影響を分析した。その結果，現地生産の立ち上がり時期には，FDIは国際収支に対してプラス
に寄与するが，長期的にはその黒字削減効果はきわめて大きいと結論づけ，これを「FDIの国際収
支に及ぼすＪカーブ効果」と呼んだ。

HeenanとPerlmutterは，企業のMNC化度を考える際の軸のとり方に関心を持ち，その１つとし
て世界的な経営活動に対する経営幹部（親企業）の考え方・姿勢に注目した。

69

産業空洞化をめぐる新研究課題



一特徴として，現地生産に対する関与度の強さがこれまで指摘されてきた点も勘案すれば ，こ

うしたMNCの組織構造の動的理論は，地域経済空洞化にかんする予言力をもった理論となり

うる。

本社から国外子会社へ供給される財・サービスの減少，あるいは本社に置かれた国外事業管

轄部署の縮小が，域内の関連・非関連産業・企業に与える波及効果は無視できない。しかし，

それ以上に地域経済連関に大きな負のインパクトを与えるのは，企業内の取引経路そのものが

無くなるケースであろう。

ところで，コースの企業理論を継承し，MNC理論へと応用したのがP.J.バックレー＝M.

カッソン（1991）であった。MNCを共通の所有・管理の下で経営される複数工場企業とみなし，

これらの間で行われる取引に要するコストよりも，外部市場での取引に要するコストが高くつ

くがゆえに，MNCは生まれると考えた。取引市場の内部化が国境を越えて行われることを，

MNCの創設であると捉えたのである。そして，コースと同様に，内部化のベネフィット（つま

り外部市場の利用コスト）と内部化のコストが等しくなる限界のところまで，MNCは企業規模

（企業内取引規模）を拡大すると，バックレー＝カッソンは説明している。ここで想定されて

いる１つの外部市場取引が，ライセンシングである。

この対外事業様式（モード）が選択されると，FDIに比して国内からの財やヒトの供給量が

限定的となるため，地域経済に対する波及効果は小さくなると考えられる。したがって，MNC

の「組織構造の質」よりも「対外事業様式の質」の経時的変化の理論のほうが，労働力をはじ

めとした地域資源（産業活動に利用可能なものの総称）の利活用度が低下し，地域経済が地盤

沈下してゆく可能性を示唆するMNCの運動法則として適当といえるだろう。

多くの研究者がFDIによる空洞化を「狭義の空洞化」と呼称したことからもわかるように，

既存研究では無意識に「国外生産＝FDI」として議論が行われてきた。これに反し，MNCが選

択しうる代替的モードを視野に入れることにより，地域経済空洞化の理論的研究の幅を広げる

ことができる。「FDIからライセンシングをはじめとしたその他のモードへのシフトが，各産業

のひとつの流れとなる」という仮説の是非の検討は，地域経済空洞化というシナリオの成立過

程に１つの論理的説明を付与するための有益な研究課題になると考えられる。

Ⅲ．新しい内発的発展論の視角

１．地方圏におけるFDI代替的事業所閉鎖

ソニーは，携帯電話などを生産してきた岐阜県美濃加茂市の工場を2013年３月期末に閉鎖

し，国外工場に経営資源を集中することを発表した。コンデンサー・メーカーのニチコンも，

長野県安曇野市の事業所を2013年３月末で閉鎖し，国外へ生産移管することを決定した。東芝

Bartlett and Ghoshal（1989）Ch.1。
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ライテックにおいても，2012年度末で山形県長井市，山形県飯豊町，茨城県つくばみらい市，

茨城県常総市の計４工場での生産を終了し，中国での生産を強化するという選択肢が採られた。

このように，周辺諸国での生産の相対的合理性が高まるにつれ，域外に本社を構える企業の

事業所（以下，移入企業）が国外に展開する事業所に集約・代替され，閉鎖に追い込まれるケー

スが目立ってきている。地域経済において中核的役割を果たしてきた企業の閉鎖により，地場

の関連・非関連産業・企業の経営は大きな打撃を受け，地域経済が空洞化するとの懸念が高まっ

ている。

２．外来型発展の不安定性

国内の産業発展は地理的に不均質で，繁栄する地域とますます衰退する地域が出てくるため，

地域を単位とした取り組みが必然的に強いられる 。1962年に「新産業都市建設促進法」が制定

されて以降，地方圏の自治体は，雇用・人口の増加，生活施設の整備，市民福祉の向上，財政

力の強化といった効果に期待を寄せながら，企業，とりわけ製造業企業の誘致活動を活発化さ

せた 。他方，大都市圏に比べ，人手・用地の獲得の面で魅力的であったことから，企業も地方

圏への進出に積極的であった。

移入企業の事業展開は，地域間経済格差の改善に少なからず寄与してきた。しかし，事業活

動により生じた利益が本社のある域外へ流出し，地域経済の拡大再生産への寄与度は，期待し

たほど大きくはなかった。また，移入企業の地域社会に対する意識は高くなく，進出先地域を

事業活動の「空間的手段（停泊地)」と位置づけ，風向きの変化に応じて事業所を簡単に閉鎖

するケースがしばしばみられた 。こうしていわゆる外発型の発展モデルでは，地域資源の安定

的な利活用を期待しにくいことが認識され始めた。

対外事業展開が地域にもたらすインパクトの大きさ，すなわち地域経済空洞化の程度は，対

外事業の「様式」によって異なりうることを前章で指摘した。一方，国外での事業を拡大する

代わりに移入企業が閉鎖対象となる可能性，およびそれに伴い地域経済空洞化が進む可能性に

ついては，地域によって異なると考えられる。上記の史実から，とりわけ地方圏においてその

可能性は大きいと考えることができる。したがって，企業活動のグローバル化が進む中で，と

くに産業空洞化への対応が急がれるのは，地方圏であるといえる。

そこで以下では，地方圏において地域経済空洞化を回避し，持続的に発展してゆくための産

業政策論を構築してゆく際に，取り入れるべき視角について，議論することにしたい。

Schumacher（1973）邦訳，pp.232-233。
岡田（2012）p.24；高寄（1982）p.24。地域間格差は産業諸部門間の不均等発展，とくに工業と農業
との不均等発展によって規定される面がある。したがって企業が域内に立地すると，それまでの停
滞から動態へ転化し，先進地域との間の不均等・格差が縮小しうるという期待が，企業誘致活動を
促進する大きな原動力となってきた（吉岡1965，p.4）。
吉田（2000）p.11。
保母（1990）pp.336-337。

71

産業空洞化をめぐる新研究課題



３．内発的発展論の骨格

経済格差の問題を大きくする一因は，条件が不同一であるにもかかわらず，同じ意識を地域

間で共有していることにある 。この見方に基づけば，「各地域がそれぞれの状況に応じた豊か

さを独自に求めてゆくこと」に問題解決の方途を見出すべきとの考えが導出される。このよう

な自力更生的に安定した経済発展を実現するためのあり方として提唱されたのが，「内発的発展

論（perspective of endogenous development）」である。前述のような外来型開発政策の弊害

が次第に目立ち始め，労働力をはじめとした地域資源の利活用度の不安定化，地域経済の地盤

沈下に対する危機感が強まる中，そのアンチテーゼを提起するものとして，内発的発展論は展

開・注目されてきた。論者によって若干の差異はあるものの，内発的発展という概念の規定要

素として，おおよそ以下のような点が共通して挙げられてきた 。

① 住民主導による産業振興

② 域内循環の拡大の重視

③ 域内資源を利用した資源ベースの発展

④ 域内需要に重点を置き，全国市場や国外市場の開拓を最初から目指さない

内発的発展論は，外部依存型発展経路を否定することで，自立的発展を目指すことを肯定す

る「選言的三段論法」的な論理構成に基づいている。ところが，一見矛盾するようだが，内発

的発展論は外の力に依存することを，完全に否定しているわけではない。鶴見（1976，p.70）は，

社会の伝統（科学・技術，制度，価値観）に依拠しながら，自己の社会の変化してゆく条件に

適合するように外来モデルを創りかえてゆくことの重要性を強調している。また宮本（1989，

p.294；1990，pp.70-71）は，「内発的発展は外来型開発に対置されるものであるが，外来の資本

や技術を全く否定するものではないし，現状からしても地域独自の自立性があるはずがない。

重要なのは，すべての運命を外の力に預けるのではなく，地域住民の自主的な決定と努力によ

り，域内産業・技術・文化を土台に開発を考えることである」との旨を述べている。

内発的発展は，

① 社会運動としての内発的発展（政府などによる近代化政策の推進に反発し，自立的に発

展してゆく途を選択することを強く主張するもの）

② 政策の一環としての内発的発展（行政が地域特性に基づいた政策を行ってゆくもの）

に大別される 。これらのうち，多くの研究で論じられてきたのは，①としての内発的発展論で

あり，②としてのそれは，これまで十分に展開されてきたとはいえない 。上記の鶴見や宮本の

津田（1995）p.93。
ここでは，成瀬（1983，p.46）などを参考にした。
宮本（1990，p.71）は，できるだけ地元の市場に供給すべきであり，「もし域外にいける商品サービ
スがあれば域外にゆく」というスタンスを取らねば内発的発展ではないと論じている。
鶴見（1989）p.55。
たとえば成瀬（1983，p.48）は，内発的発展論に対し，政策論（政策科学）のレベルにまでは達して
おらず，地域開発や地域づくりの運動論的段階にとどまっていると評価している。
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所説は②の方針を示すものといえいるが，それを実現するための具体的な政策論にまでは，及

んでいない。

４．新しい内発的発展論の輪郭

企業のグローバル活動志向が強まる中，移入企業を中核に据えた地域産業構造は，リスクが

高まるばかりである。そこで地方圏にとって，地域経済空洞化を回避し，持続的に発展してゆ

くために，外来型発展をいかに安定的なものとするかが，大きな課題となっている。グローバ

ル化という時流を意識しつつ，内発的発展と外来型発展との両立を図ってゆく動態的な政策論

の構築が求められているのである。現代的な内発的発展論という意味で，これを「新しい内発

的発展（neo-endogenous development；以下，NED）論」と呼ぶことにしよう 。

ところで，なぜ移入企業の流出を許してしまうのか。それは，移入企業が親会社の指示通り

に生産を行う末端機能を果たすだけの「未熟練労働力主体の周辺的生産現場（ルーティン・ワー

ク化した規格品生産工場）」である場合が多いためである 。逆にいえば，立地的必然性がない

事業の展開が，外来型開発の大きな不安定要因なのである。そうだとすれば，移入企業（の親

会社）に対して地域特殊的資源を利活用したユニークな新事業の可能性を提案できる状況にす

ることが，NED政策の目指すところとなろう 。旧来の内発的発展論のように，地域特殊的資

源の利活用を地域の文化・伝統を守るための「防衛手段」というよりはむしろ，「攻撃手段」と

考える点が，NED政策の大きな特徴である。

このように，NED論とは地域を独自の産業拠点とするための政策論である 。この政策が成

功し，産業拠点を形成することができれば，移入企業の増加など，他の域外企業との関係を構

築するチャンスも拡大する。旧来の内発的発展論をリフレーミングしたこの「外向的」発想に

基づく政策の実践が，特定の移入企業への依存度を低め，地域が主権を回復してゆくこと，す

なわち内発的に発展してゆくことを促すことになる。

ちなみに，「新しい内発的発展」という語は，P.ロウ（2008）によっても用いられている。ロ

ウは，同語に「外来的な力を活かしながら，地域資源をベースに発展してゆくこと」という意

味を付与し，農村社会復興ための政策基軸として，それを位置づけている。この考え方とわれ

われのNEDとの間には，明らかに共通性が認められるが，われわれはロウとは異なり，製造業

を中心とした地域政策を想定している。しかしながら，ロウ説との一層の差別化を図るため，

われわれはNED論の精緻化を目指さなければならない。

こうした新しい内発的発展論を構築してゆく必要性については，中村（2000，pp.155-159）。
中村（1987）p.31。
地域はそれぞれ天然・人的・産業資源を有しており，それらを用いることで経済的に自立しうる可
能性があるにもかかわらず，それが実現されてこなかった一因は，政府が大都市圏への近接性を重
視した産業配置を進めたことにある（高寄1982，pp.38-39）。
中村（1987，pp.35-36）が論じるように，地域経済の確立においてアウタルキー的政策を採るか否か
が重要なのではなく，地域が独自性を有した産業拠点となることこそが重要なのである。

73

産業空洞化をめぐる新研究課題



５．企業経営に仮託した地域開発政策

NED政策の成否を大きく分けるのは，産業や市場の潮流に留意しながら地域特殊的資源の

潜在的価値を発揮させる過程である 。この点について，もう少し詳述しよう。資源と概念上の

類似性がみられる語として，「資産」がある。資産価値の上昇・下落という表現がしばしばみら

れるように，資産はその「使用価値」が意識される際に用いられる語である一方，資源は「存

在価値」が意識される際に用いられる語という印象が強い。それゆえ，「外部環境の状況に応じ

て，地域資源の利用価値を高めること」は，「地域資源の資産化」と別言することができる。ま

た，資源を経済活動に利活用できるようにする行為が一般的に「開発 」と表現されていること

にしたがえば，地域資源を資産化する試みは，「開発事業」と呼びうるものであろう。

地域資源の資産化は，資源同士の結合によってなされると考えることができる。「物質の機能

や反応が活発になること。原子，分子，イオンなどが光やその他エネルギーを吸収して化学反

応を起こしやすい状況になること。物質のもつ状態が活発になること」を意味する「活性化 」

という語を用いれば，開発事業とは地域資源の活性化を促す行為であり，A.サクセニアン

（1994，邦訳，p.287）が重要視する「場」の提供をはじめとした「きっかけづくり」であると

いえる。重複するが，地域資産の価値はその希少性のみならず，ニーズなどの外部環境によっ

て決まることに留意しなければならない。国外市場に対する関心を強めている国内企業，およ

び国外企業から評価されるためには，国内外の外部環境を踏まえ，開発事業を展開することが

不可欠となる。

資産化した地域資源が経済活動の中で使われることにより，新たな地域資源が生み出される。

この循環作用を発生させる仕組みづくりが，地域経済の空洞化回避策，換言すれば，持続的・

自立的発展政策に他ならない。こうした視点からみると，地域は「地域資源の集合体」として

把握されうる（第８図参照)。

ところで，資源を利活用することにより，持続的に発展してゆくことを目指す組織として一

般的に想起されるのは，企業である。E.T.ペンローズは，内部の諸資源を適切に利活用し，そ

れらの生産性を上げることで，企業の成長は促されるとの見解を示した 。それ以降，企業の成

長にかんする研究において，企業を「経営資源のかたまり」とみなし，経営資源が有する力を

利潤に転化するための工夫を，成長の要諦とみるパースペクティブが定着してきた。「企業経営」

重森（1994，pp.108-109）は，地域の発展を「所得や富が増大すること」だけではなく，「自然・資
源・技術・労働・資本など，地域の潜在的能力が実現すること」と捉えている。
吉村（1966）p.18；日本大辞典刊行会『日本国語大辞典』第４巻，p.291。
平凡社『大百科事典』第３巻，p.425；日本大辞典刊行会『日本国語大辞典』第４巻，p.702。
「地域」の捉え方は多様である。たとえば社会学的な視角からは，「人間の社会的共同生活のまとま
りを基礎にしたコミュニティ」と捉えられる（皆川1968，p.3）。

Penrose（1980）邦訳，p.8。同様に小宮（1967，p.24）は，希少な経営資源をそれぞれもっとも高い
用途に使用して，何らかの製品・サービスを生産・販売し，経営資源のもっている機能を利潤に転
化することを「企業活動」と呼んだ。
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とは「企業を継続的に成長させること（going concern）」への取り組みであり，その要点の１

つとして位置づけられるのが，経営資源の最適な利活用なのである。他方，われわれはNED政

策を「地域を持続的に発展させること」への取り組みと位置づけ，その要点として，地域資源

の利活用の最適化（開発事業）を考えた。したがって，NED政策とは「地域経営」と比喩的に

表現しうるものといえるだろう。

「地域経営」という表現は，決して新しいものではなく，これまで諸家によってしばしば用い

られてきた。しかし，同語の語義は乱立した状況にある。その一因は，立場や専門分野を異に

する人たちによって関心が寄せられてきたことにある 。しかしながら，複数の文献から用例を

拾ってみると，それらに与えられている語義のほとんどは，以下のいずれかに包含されうるよ

うだ。

① 他とは区別された独立した存在として自立化を進める（独自色を強める）という目標の

達成のために，自治体が手を打つ（managing）こと

② 自治体が民間企業の実践する経済合理性を強く意識したマネジメント思考法・手法を取

り入れることで，政策の企画立案・実施運営の効率・効果を高めようとすること

「地域資源の利活用によるユニークな事業提案」と「企業経営的発想・手法に基づいた地域資源

の利活用（資産化）」を骨子とするNED政策は，①と②の両方の意味を含む地域経営であると

いえる。

上記の視点に立てば，NED論の視角の正否確認，および新しい視角の摂取を試みる際には，

企業経営の理論は参照に値すると思われる。特定目標の達成のために，外部環境によって創造

小泉・林・岡崎（1999）p.9。
小島・兼子（2004）p.146；望月（1995）p.2；日本政策投資銀行地域企画チーム（2004）p.5；岡崎（1995）

pp.11-15；矢吹（2010）pp.5-6；矢野（1992）pp.15-17，24。
片桐（2006）p.4；小島・兼子（2004）pp.157，180；関（1999）p.204。

［第８図］ 新しい内発的発展のイメージ

（出所）筆者作成。
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される機会・リスクに対して内部資源をマッチングさせてゆく長期的計画・方策が「戦略（strat-

egy）」と称されていることからすれば ，とりわけ経営戦略論の発想を「換骨奪胎」することは，

NED論の構築に有効であると考えられる。

Ⅳ．資源ベース・アプローチに基づいた視角整理

１．資源ベースの競争戦略論の発展と課題

同じ業界に属する企業であるのに，なぜ獲得する利潤に差が生じるのか。この疑問に答えよ

うとするのが，経営戦略論である。その代表的な研究の１つが，産業組織論からの接近による

ものであり，M.E.ポーターによるファイブ・フォース分析が広く知られている。この通称「ポ

ジショニング・アプローチ（Positioning Approach）」は，企業が属する業界の構造（外部環境）

を分析し，その中に自社を的確に位置づけることが，超過利潤の獲得を可能にすると考える。

このポジショニング・アプローチと対立する形で発展してきたのが，資源ベース・アプロー

チ（Resource-based View；以下，RBVと略記）である。外部環境への対応が重要であるなら

ば，同一事業を営む各企業が収集する情報，および選択する戦略に差異は現れず，超過利潤は

発生しないはずだ 。このようなポジショニング・アプローチへの疑問点を指摘しつつ，それと

は逆に，競争優位の源泉は企業内部にあると考えるのが，RBVの発想である。

B.ワーナーフェルト（1984，p.171）は，「企業にとって，資源と製品との関係は，コインの

表と裏の関係である」という比喩表現を用いた。資源と参入市場との間には相互規定的関係が

あり，参入市場の決定によって必要な資源が定まる一方，既得資源が企業にとっての最適参入

市場を規定することが，そこに込められた本旨である。とりわけ後半のくだり，すなわち「企

業の所有資源が他社への参入障壁となり，競争均衡を上回るパフォーマンスの源泉となる」と

いう見解が，RBVの基本的パースペクティブとして今日まで継承されてきた。

とはいえ，いかなる資源でも超過利潤の源泉となるわけではない。R.P.ルメルトは，他社が

容易に入手しえない資源でなければならないとし，「特殊性（希少性）」「模倣困難性」を満たす

ものこそが，企業の強みの源泉となるものだと指摘した 。もちろんこれらの特性の強さは重要

ではあるが，「経営資源そのものに経済価値があること」が，価値創造の大前提である。ライバ

ルに資源価値を無力化されにくいという面で模倣困難性と共通する「代替困難性」も加えた以

上４つが，持続的競争力の源泉としてのポテンシャルを持つために，経営資源が有していなけ

ればならない特性であると，J.B.バーニー（1991，pp.105-112）は総括した。

Chandler（1962）邦訳，pp.29，377；Grant（1991）p.114。

Barney（1986）p.1238。

Lippan and Rumelt（1982）p.420。Rumelt（1984，pp.562，567-568）は，模倣を制限する効果を
持つものとして「隔離メカニズム（isolating mechanism）」という概念を提出している。ユニーク
な資源，特許，トレードマーク，評判，ブランドイメージ，法律などがそれに該当するとしている。
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ここで，「経済的価値があり，希少性・模倣困難性・代替困難性が高い経営資源は，競争優位・

超過利潤の獲得の源泉となる」という基本命題に目を向けよう。経営資源の価値と超過利潤の

獲得とは表裏関係にあり，経営資源の価値の有無は，企業が超過利潤を得られたか否かの結果

によって判断されることである。この点から，RBVの命題は「同語反復（tautology）」に陥っ

ているとの批判を受けてきた 。

RBVがこの難点を克服するための策について，これまで諸案が提出されてきた。R.L.プリ

エム＝J.E.バトラーは，産業・市場構造，および資源の価値・利活用についての企業家的判断

を，モデルの中に組み入れる必要性を論じている 。その必要性については，RBVの主導者で

あるバーニーも十分認識しており，経営資源の強みを規定するものの１つとして，「経営資源を

利活用できる能力」を加えた 。これにかんしては，R.M.グラントが「ケイパビリティ（capabil-

ity；資源を組み合わせる能力)」という概念を提出している。こうした研究の積み重ねにより，

RBVは所有する資源のみならず，外部環境，資源のコントロール力（ケイパビリティ）といっ

た複合的視角を持つパースペクティブとなった。

RBVが抱えるその他の問題として，J.H.ダニングは，優位の源泉となる資源をどのように

利用するのかについて説明できていない点を挙げている 。利潤獲得の要諦を論じるには，「目

的を達成するための具体的な力の使い方」である「戦術（tactics）」の重要性にも目を向けるべ

きである。有用な経営資源を開発・獲得した後，それを「どのように用いて，利潤に結びつけ

るか」をも視野に入れた，より精緻なモデルへの昇華が期待されている。

２．NED論の視角整理

われわれのNED論では，資源と資産を区別した。それは，固有資源を単に有しているだけで

はなく，価値づけてゆくことを重要視するためであった。その考え方は，RBVの考え方と共通

Mosakowski and McMelvey（1997）p.70；Porter（1994）pp.445-446；Priem and Butler（2001

a）p.58。一方，Barney（2001，p.48）は，「資源の価値」「希少性」「模倣困難性」「代替可能性」は
競争活動の源泉となるもので，競争活動の結果ではないため，RBVは同義反復ではないと否定して
いる。Williamson（1999，p.1093）も，RBVの論理がトートロジカルであることを指摘し，「取引
費用論の命題が同語反復となっている問題が解決されるまでに，R.H.コースによる最初の研究か
ら35年間を要したのだから，RBVが抱えているこの問題が解決されるまでにも，35年ほどの時間
が必要だろう」と述べている。ちなみに取引費用論にみられる同語反復についての指摘は，たとえ
ばLanglois（1986，pp.20-21）にみられる。

Priem and Butler（2001b）pp.25，29-30，36。ただし，経営資源の活用の効率性が経営者の能力や
想像力に左右されることは，Chandler（1962，邦訳，p.377）によって指摘されていた。

Barney（2001）p.53；Barney（2002）邦訳，pp.250-271。

Grant（1991）p.119。この〝capability"という概念を最初に提示したのは，Richardson（1972，p.
888）といわれている。

Dunning（2009，p.44）は，RBVは企業の競争優位の源泉や持続性を説明する有力な説ではあるが，
競争優位がどの地で創造され，どの地で利活用されるのか，あるいはそれらが創造・利活用される
場合，どのような戦術が採用されるのかについては，ほとんど答えていないと評している。
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するものである。また，地域資源の資産化においては，外部環境を適切によむことや，活性化

を促すための場を提供することの重要性を指摘したが，それは資源のコントロール力（ケイパ

ビリティ）という概念で総括される。以上の諸点から，NED論を構築するにつき，RBVから

は多くの示唆を得うると考えられる。

とはいえ，RBVは完成形に辿り着いているわけではない。すでにみたように，克服してゆか

ねばならない問題点が残っているのが現状である。見方を変えれば，諸家が指摘するRBVの問

題点は，NED論を構築する際の注意点として，受け止めるべきものといえよう。世界市場を視

野に入れた資産化により，多くの域外企業との関係構築を目指してゆくべきことを先に述べた。

たとえば技術（情報）は，「公共財」「土地固着性が比較的低い 」という性格を有するため，こ

れをもとにした広範な関係構築への期待度は大きい。しかしその場合，技術を具体的にどのよ

うに使って関係を拡大するのか。RBV論者にとっての検討課題となっている「戦術」という視

角は，NED論においても補完的導入が求められている。

３．「地域の国際競争力」とは何か

企業の「競争優位」を築くための定石を探るのが，競争戦略論である。地域を持続的・内発

的に発展させるために，世界を意識した産業拠点化を一目標に据えるNED論が競争戦略論を

モチーフに構築される場合，「地域の国際競争力」が１つの鍵概念となる。その意味，および源

泉を再考しておきたい。

これまで多くの文献で，「国の国際競争力（競争優位）」という語が用いられてきた。しかし

この語に対し，異議を唱える者も少なくなかった 。たとえば，国民生活が豊かになることに対

して，国際競争力の上昇がもたらす影響の大きさという点からの批判論が見られた。P.R.ク

ルーグマンは，「外国と比べた生産性の相対的高さによってもたらされる貿易黒字の大きさ」を

国際競争力と捉えた場合，経済活動のほとんどが国内市場を対象としていることや，生産性が

上昇して競争力が向上したとしても，その分は為替レートの変化による輸入品の価格上昇で相

殺されてしまうことなどを指摘しながら，国際競争力の強弱を意識することの無意味さを説い

ている 。ある製品において外国よりも高い生産性を実現し，国際競争力を得たにせよ，為替

レートのみならず物価も上昇し，比較劣位産業の製品の輸入が増加するために，その効果は打

ち消されてしまう。この点を理由に，小宮（1994，pp.151-153）も国際競争力という概念の意義

ただし，多様な理解が可能であり，伝達に時間を要するという情報の性格からいえば，移転（とり
わけ国際的移転）は容易でないといえる。
国際競争力という概念についての議論は，たとえば松本・花崎（1989，pp.40-43），原（2002，pp.3-4）。

Krugman（1994a）邦訳，pp.395-397；Krugman（1994b）邦訳，p.379。Krugmanの「国際競争力」
にかんする考え方は，「よく言えばつかみどころのない概念であり，悪く言うと無意味なもの」とい
うセンテンスによく表れている（Krugman 1994a，邦訳，p.398）。また伊藤（2003a，p.26）は，貿
易収支は需要側の要因によっても大きく左右されることから，これを国の競争力と考えるべきでは
ないとの見解を示している。
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を否定している。

さて，NED論における「地域の国際競争力」もまた，上記の視点から無効なものと判断され

る概念なのだろうか。この「地域の国際競争力」とは，従業者の失業をはじめとした「地域経

済の構成要素の機能停止」を回避し，地域が持続的に発展してゆくために必要とされるもので

あり，他の研究で設定されてきた競争力概念とは異質なものである。

産業活動に利用可能なものの総称である地域資源の集合体という地域観からすれば，この「地

域の」は，「地域資源の」を意味することになる。しかし，すでに論じたように，地域資源は他

の地域資源と適切に結合し，資産化されることで，価値，すなわち競争力を得る。つまり，域

内の各資源という「点」ではなく，何らかの目標の下でそれらが互いに結びついて「線」「面」

が形成されることで生み出される力が，地域の競争力と呼ぶにふさわしいものといえる。

これが創造されるには，「目標設定をはじめとしたマネジメントの力」や「域内資源同士をコー

ディネートする力」が不可欠である。地域資源を結びつけることに直接かかわるのは，企業，

大学などの研究機関，ヒト（地域住民）といった域内アクターであり，とくに企業の主導的役

割が期待される。しかし，本社・研究開発機能を有する移入企業が希少な地方圏の場合，既述

のように，そのきっかけをつくる行政の力は，地域の国際競争力が創出されるうえで，極めて

重要なものとなる。

バーニー（2001，pp.53-54）は，「能力」については「競争優位の源泉となりうる一資源」と

「競争優位の源泉となりうる資源にとっての補完的なもの」という２つの見方ができるが，い

ずれが有効であるかは明らかではないと論じている。われわれは，行政の能力をヒトや技術な

どとは次元を異にする地域の国際競争力の重要な一源泉とみなす。この捉え方は，バーニーが

示した２つの見解の中間に位置づけられよう 。

Ⅴ．お わ り に

モノづくり大国日本にとって，産業空洞化は死活問題である。これが取り返しのつかないレ

ベルにまで進展しないよう，適切な策を講じることが急がれている。このような一刻の猶予も

ない状況の中で，研究者が果たせる役割とは何か。われわれは，空洞化の拡大理論と，それを

回避するための産業政策論の枠組みを構築・提出することにそれを見出し，研究の方向性を探っ

た。

はじめに，対外事業展開をポジティブに捉えている先行研究をサーベイし，その結論をもと

に，理論研究の一課題を設けた。「企業の対外事業展開がもたらす地域経済への恩恵が，次第に

小さくなる」というシナリオの成立プロセスを説明しうる理論の構築という課題を設定し，研

中野（2011，pp.18，140）は，国民が団結・連帯して行動すること，あるいは国民を団結・連帯させ
て行動させることで生み出される力を「国力」と定義している。
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究の方向性の一案として，MNCが採る「対外事業様式の質」の経時的変化の理論化を提示した。

つぎに，中核企業の対外生産移管がもたらす地域経済へのマイナス効果がとくに大きいと考

えられるケースに注目し，地域経済空洞化の回避政策論を構築する際の視角設定について議論

した。移入企業が中核企業としての役割を果たしている地方圏経済において，その対外生産移

管がもたらす地域経済への負の影響力が大きいことは，これまで内発的発展論の中で述べられ

てきた。しかし同論は運動論としての性格が強く，具体的解決策を提起する政策論としての展

開が十分になされてこなかった。われわれは，この未だ十分な議論が尽くされていない政策論

としての新しい内発的発展論（NED論）の構築を目指し，そこに盛り込むべき視角を検討した。

地域資源・資産創造の好循環が生じる条件を模索し，それを実現する方策を探究するNED論

と，固有資源を発展・成長の源泉と考える点で共通するRBV，およびそれに対する批判論に注

目し，それらのサーベイを通じて，NED論の視角の妥当性を確かめる一方，NED論に採用す

べき視角についての有益な示唆を得た。

次稿以降では，対外事業展開にみられる経時的な質的変化を説明する理論を構築すること，

およびNED論のさらなる精緻化を進めることが研究課題となる。前者については，多くの先行

研究があるため，それらの成果を活かしながら，具体的事例をもとに理論を構築してゆくこと

を目指したい。また，後者については，RBVにかんする研究をできるだけ多くサーベイ・検討

し，NED論の構築に慎重に取り組みたい。これらの多くの課題に，われわれは地道に取り組ん

でゆかなければならない。
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